
企業活動のグローバル化や、技術革新による産業構
造変化、コア事業の競争力強化や新たな成長分野の獲
得、またコロナ禍におけるニューノーマルやデジタル
トランスフォーメーション（DX）促進によるビジネ
スモデルの変化など、経営環境は大きく変わりつつあ
ります。
このような不確実性の高い経営環境下において、企
業の存在意義を問うパーパス経営に改めて注目が集
まっています。また、パーパスを浸透させ、企業価値
向上や持続的成長を果たす経営戦略を実現するために、
企業グループ全体での理念共有、事業評価、資源配分
が求められることから、ガバナンスの重要性に改めて
焦点が当たっています。
本稿では、経営戦略におけるガバナンスの重要性、
実効的なグループガバナンス体制設計における留意事
項について概観します。

事業再編やM&Aなど、企業価値向上・持続的成長
へ向けた経営戦略の次の一手へとつなげるためには、
その礎となる実効的なガバナンス体制の整備が重要
となります。＜図1＞に記載の通り、ガバナンス整備
と事業再編やM&Aの経営戦略は別々のものではなく、
循環しています。

Trend watcher

具体的には、実効的なガバナンス体制整備がされて
いればこそ、グループ全体の事業ポートフォリオを適
切に管理・評価ができます。また、事業ポートフォリ
オの適切な管理・評価ができればこそ、事業状況のモ
ニタリングを通じた減損などのリスクの早期察知や抑
制ができます。適切な事業ポートフォリオ管理ができ
ていればこそ、グループ全体の的確な事業分析や現
状把握ができ、事業再編やM&Aなどの経営戦略の検
討・実施へとつながります。
ガバナンスは「守り」との印象を持たれている方も
多いかと思いますが、このように、ガバナンス整備は、
経営戦略の次の一手のための重要な礎であることがお
分かりいただけるかと思います。

それでは、経営戦略の礎となる実効的なグループガ
バナンス体制とは、どのようなものでしょうか。実効
的なグループガバナンス体制の設計に際しては、企業
グループのパーパスや企業理念を踏まえたグループ全
体の方針・管理、個別のシナジー効果・事業ポート
フォリオ管理を踏まえて検討を行うことが重要となり
ます。
グループ全体の方針・管理においては、パーパスや
企業理念を踏まえたガバナンス方針の策定・浸透や迅
速な意思決定と一体的な経営体制に加えて、実効的な
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子会社の管理等の必要性から事業部への権限委譲と本
社によるコントロールの最適なバランスの模索が求め
られます。また、事業部の分権化を進める場合には、
業績モニタリングや人事報酬体系を通じた本社からの
コントロールが重要となります。
個別のシナジー効果・事業ポートフォリオ管理にお
いては、余剰資金の活用、信用補完による最適調達の
実現と調達コストの低減等の財務的シナジーとコスト
削減、スケールメリットの実現、販売・シナジー、ノ
ウハウの共有等の事業的シナジーの最適なバランスの
模索が求められます。また、グループ全体の経営戦略
や事業計画に照らした事業ポートフォリオの管理体制
構築が重要となります。
当然ながら、グループの拡大状態（国際化・多角化
の進展）、外部環境・内部環境の変化等を踏まえ、グ
ループ全体のガバナンス方針も随時見直し、更新され
たグループ全体のガバナンス方針を子会社／関連会社
へ落とし込み、ガバナンスを強化していくことが必要
となります。

上記の論点を踏まえつつ、実効的なグループガバナン
スの設計を実際に検討していく際には、①報告体制②
目標設定・モニタリング③評価の三つの構成要素をど
のように設計していくかが重要となります。

つまり、これらの構成要素が適切に循環し、機能す
ることが実効的なガバナンスには不可欠といえます。
これらの構成要素の検討に当たっては、例えば組織
関連、リスク管理、コンプライアンス、人事、管理会
計、制度会計、資金、税務管理などの業務領域それぞ
れにおける報告体制／目標設定・モニタリング／評価
の現状確認や在り方を検討していくことが想定されま
す。具体的には、これらの軸それぞれにおいて、親会
社と子会社／関連会社における論点整理を行います。
論点を整理する際の視点としては、各軸における親会
社のコントロール度合い（集権・分権・分権的統合）
やコントロール方法（体制、規程類の整備状況、モニ
タリング内容・頻度）などが挙げられます。
これら視点からの論点整理を行い、論点を踏まえて
グループとしてのポリシー・ガイダンスの策定や標準
化を検討していくこととなります。
なお、これらの検討に当たっては、特に海外の子会
社／関連会社が対象となる場合には、本社と子会社／
関連会社の経営力や文化の違いなどに鑑み、事業規
模、業態、地域、基本思想などを踏まえたグループ経
営における子会社／関連会社の位置付けと監督・管理
のバランスを考慮することが必要となります。

（次ページ＜図2＞参照）

▶図1　経営戦略におけるガバナンス整備の重要性

Ⅳ　グループガバナンスの設計に当たっての
　　留意事項

【ガバナンス整備】
• ガバナンス構造のアセスメント
• 組織体制やレポーティング・モ
ニタリング体制の整備

• 子会社／関連会社へのガバナン
ス導入

等

【ポストM&A】
• プロジェクト管理
• Day1／Day100に向けた計画
策定

• 組織体制、レポーティング・モ
ニタリング方針などの策定

等

【事業ポートフォリオの
管理・評価】

• 事業ポートフォリオの構造分析
• KRI、KPIの分析
• 現状／外部環境／内部環境分析

等

【事業再編・プレM&A】
• 事業再編戦略策定
• ロングリスト作成や絞り込み、
ターゲットの特定

• ストラクチャー検討
等

ガバナンス
体制整備

企業価値向上・
持続的成長
（経営戦略）

事業再編・プレM&A／
ポストM&A
（事業投資）

事業ポートフォリオ
管理・評価

①報告体制
グループ全体としての組織体制、親会社・子会社／
関連会社それぞれの権限整理、人事権（役員の任
免、報酬決定権）が適切に構築されているかが該当
する。例えば、子会社／関連会社から親会社へ適切
に報告・協議が実施される体制が、組織体制や権限
という観点から整備がなされているか。

②目標設定・モニタリング
事業計画の策定やKPIの設定、それらをモニタリン
グする体制、および実際のモニタリング（進捗

ちょく

管理）
などが該当する。例えば、KPIを定期的に確認し、
子会社／関連会社の業績下振れのリスクを早期に察
知するような体制となっているか。

③評価
モニタリングに基づく業績・リスクの評価やガバナン
ス体制への評価などが該当する。評価結果を踏まえ
て、来期以降のガバナンス体制整備やモニタリング
方法を検討ができる体制となっているか。
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本稿では、パーパス経営に注目が集まる中で、改め
てその重要性が認識されているガバナンスに焦点を当
て、パーパスを踏まえた経営戦略を実現する上でのガ
バナンスの論点を概観しました。記載した論点はいず
れも、パーパスや企業理念がベースとなるものであ
り、その検討にはさまざまな知見を要するものです。

EYでは、これらの論点を踏まえ、ガバナンス構造
のアセスメント、報告・モニタリング体制の整備、海
外を含めた競合他社とのベンチマーク比較、事業ポー
トフォリオの構造分析、事業再編戦略策定、M&Aに
おけるPMIなどのご支援を数多くの企業へご提供して
います。

お問い合わせ先
EYストラテジー・アンド・コンサルティング（株）
BMC（Brand, Marketing and Communications）
E-mail：marketing@jp.ey.com

Ⅴ　おわりに

▶図2　ガバナンスのイメージと構成要素

【ガバナンスのイメージ】 【ガバナンスの構成要素】

グループの
経営戦略・M&A戦略

評価

経営ガバナンス

報告体制 目標設定・
モニタリング

本社、子会社／関連会社の
経営力・執行能力

本社、子会社／関連会社の
文化・制度

構成要素 要素ごとの検討事項（例）

報告体制

目標設定・
モニタリング

評価

会議体・
報告体制

責任・権限

目標設定

モニタリング

評価方法

評価を踏まえ
た対応

• ガバナンスの組織構造
• 取締役会、経営会議、その他重要会議体の
人数、構成

• 取締役等の主要ポストの人選
• レポートライン、承認プロセスの調整
• 業務作業工程の調整

• 子会社／関連会社と本社の役割分担
• 役員の任免権限、報酬決定権
• 各ポストの責任・権限
• 各種規程の改定・新規策定

• KPI・KRIの策定
• 目標設定・戦略策定プロセス担当者

• モニタリングプロセス
• 目標値算定プロセス
• システム面の調整

• 評価方法の調整

• 来期以降の事業計画の検討
• ガバナンス体制の追加整備
• モニタリング方法・項目の見直し
• 役員報酬への反映
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